
第８２号議案 

 

   加東市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 

 

 加東市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和５年１２月２６日提出 

加東市長 岩 根  正  

 

加東市条例第  号 

 

   加東市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 加東市手数料条例（平成１８年加東市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表により、次の各号に掲げるとおり改正する。 

 (1) 改正前の欄及び改正後の欄に対応して掲げるその標記部分（連続する他の規定と記号により一括して掲げる規定にあっては、その

標記部分に係る記載）に下線を付した規定（以下「対象規定」という。）で、その標記部分が異なるものは、改正前の欄に掲げる対象

規定を改正後の欄に掲げる対象規定として移動する。 

 (2) 改正前の欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分をこれに対応する改正後の欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分のように改める。 

改   正   前 改   正   後 

別表（第２条関係） 

     手数料を 手数料の額 

別表（第２条関係） 

      手数料を 手数料の額 



徴収する

事務 

証明等

交付手

数料 

戸籍 〔略〕 〔略〕 〔略〕 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

徴収する

事務 

証明等

交付手

数料 

戸籍 〔略〕 〔略〕 〔略〕 〔略〕 

４戸籍電子

証明書提

供用識別

符号 

１ 件 に

つき 

４００円（情報通信

技術を活用した行

政の推進等に関す

る法律（平成１４年

法律第１５１号）第

７条第１項の規定

により同法第６条

第１項に規定する

電子情報処理組織

を使用する方法（総

務省令で定めるも

のに限る。以下この

表において同じ。）

により戸籍電子証

明書提供用識別符

号の発行を行う場

合（当該発行に係る

戸籍電子証明書の

請求が同条第１項

の規定により同項



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４戸籍の付

票の写し

の交付 

１ 件 に

つき 

３００円 

５～７〔略〕 〔略〕 〔略〕 

 

 

  

に規定する電子情

報処理組織を使用

する方法により行

わ れ た 場 合 に 限

る。）及び戸籍電子

証明書提供用識別

符号の発行に係る

戸籍電子証明書の

請求を行う者が同

時に当該戸籍電子

証明書が証明する

事項と同一の事項

を証明する戸籍の

謄本若しくは抄本

又は戸籍証明書の

請求を行う場合は、

無料） 

５戸籍の附

票の写し

の交付 

１ 件 に

つき 

３００円

６～８〔略〕 〔略〕 〔略〕 

９除籍電子

証明書提

１ 件 に

つき 

７００円（情報通信

技術を活用した行



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供用識別

符号 

政の推進等に関す

る法律第７条第１

項の規定により同

法第６条第１項に

規定する電子情報

処理組織を使用す

る方法により除籍

電子証明書提供用

識別符号の発行を

行う場合（当該発行

に係る除籍電子証

明書の請求が同項

の規定により同項

に規定する電子情

報処理組織を使用

する方法により行

わ れ た 場 合 に 限

る。）及び除籍電子

証明書提供用識別

符号の発行に係る

除籍電子証明書の

請求を行う者が同

時に当該除籍電子



 

 

 

 

 

 

 

８除籍の付

票の写し

の交付 

１ 件 に

つき 

３００円 

９・１０〔略〕 〔略〕 〔略〕 

〔略〕 １１～３０〔略〕 〔略〕 〔略〕 

〔略〕 〔略〕 ３１～５８〔略〕 〔略〕 〔略〕 

 備考 〔略〕 

証明書が証明する

事項と同一の事項

を証明する除かれ

た戸籍の謄本若し

くは抄本又は除籍

証明書の請求を行

う場合は、無料） 

１０除籍の附

票の写し

の交付 

１ 件 に

つき 

３００円

１１・１２〔略〕 〔略〕 〔略〕 

〔略〕 １３～３２〔略〕 〔略〕 〔略〕 

〔略〕〔略〕 ３３～６０〔略〕 〔略〕 〔略〕 

 備考 〔略〕 

備考 表中の〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 

 



   加東市手数料条例の一部改正（要旨） 

 

１ 改正理由 

  戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第１７号）の施行に伴い、地方公共団体の

手数料の標準に関する政令（平成１２年政令第１６号）及び地方公共団体の手数料の標準

に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令（平成１２年自治省令第５

号）において、戸籍電子証明書及び除籍電子証明書の手数料が追加されたことに伴い、所

要の改正を行うものです。 

 

２ 改正内容 

(1) 戸籍電子証明書及び除籍電子証明書提供用識別符号の発行による手数料を加えるこ

と。（別表関係） 

(2) 所要の文言整理を行うこと。（別表関係） 

 

３ 施行期日  令和６年３月１日 

第８２号議案 要旨 


